
和歌山県 公務員制度   
（市町村等の定員・福利厚生 

・勤務条件）の概要    

 和歌山県 総務部 総務管理局 
市町村課 行政班 
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億
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12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500 人

職員給（左軸、億円）

職員数（右軸、人）

市町村職員数市町村職員数市町村職員数市町村職員数のののの推移推移推移推移    

 市町村市町村市町村市町村のののの職員数職員数職員数職員数はははは、、、、近年近年近年近年、、、、減少減少減少減少がががが続続続続いていますいていますいていますいています。。。。各市町村各市町村各市町村各市町村でででで定員定員定員定員のののの適正化適正化適正化適正化をををを図図図図りりりり、、、、人件費人件費人件費人件費のののの抑制抑制抑制抑制にににに努努努努めていますめていますめていますめています。。。。    
    

○職員数については、平成１５年度以降の５年間で、１，３１８人（▲９．８％）の削減、平成１０年度以降の１０年間で、 

 １，８７４人（▲１３．３％）の削減が行われています。 

○職員給については、平成１０年度の７６２億円をピークに減少が続いており、平成１４年度以降の５年間で、９３億円 

 （▲１３．１％）の削減が行われています。 

○平成２０年度の職員数は、１２，１９５人で、対前年度２８２人（▲２．３％）の削減が行われています。 

   

 

 市町村市町村市町村市町村のののの職員数職員数職員数職員数はははは、、、、近年近年近年近年、、、、減少減少減少減少がががが続続続続いていますいていますいていますいています。。。。各市町村各市町村各市町村各市町村でででで定員定員定員定員のののの適正化適正化適正化適正化をををを図図図図りりりり、、、、人件費人件費人件費人件費のののの抑制抑制抑制抑制にににに努努努努めていますめていますめていますめています。。。。    
    

○職員数については、平成１５年度以降の５年間で、１，３１８人（▲９．８％）の削減、平成１０年度以降の１０年間で、 

 １，８７４人（▲１３．３％）の削減が行われています。 

○職員給については、平成１０年度の７６２億円をピークに減少が続いており、平成１４年度以降の５年間で、９３億円 

 （▲１３．１％）の削減が行われています。 

○平成２０年度の職員数は、１２，１９５人で、対前年度２８２人（▲２．３％）の削減が行われています。 

   

 

▲２．２ ▲２７９ １２，６８８ １８ 

▲１．７ ▲２１１ １２，４７７ １９ 

▲２．３ ▲２８２ １２，１９５ ２０ 

▲２．５ ▲３３０ １２，９６７ １７ 

▲１．６ ▲２１６ １３，２９７ １６ 

▲１．４ ▲１８９ １３，５１３ １５ 

▲０．９ ▲１３０ １３，７０２ １４ 

▲０．６ ▲８１ １３，８３２ １３ 

▲０．６ ▲８７ １３，９１３ １２ 

▲０．５ ▲６９ １４，０００ １１ 

▲０．８ ▲１１９ １４，０６９ １０ 

▲０．１ ▲１０ １４．１８８ ９ 

対前年 

増減率（％） 

対前年 

増減数（人） 職員数（人） 年度 

※職員給については、各年度の決算統計（普通会計）データによる（合併団体は調整）。 

※解散した一部事務組合を市町村が引き継いでいる場合、数値を調整しています。 
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一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合のののの職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移    
 一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合のののの職員数職員数職員数職員数はははは、、、、病院病院病院病院やややや老人福祉施設老人福祉施設老人福祉施設老人福祉施設などなどなどなど厚生福祉関係厚生福祉関係厚生福祉関係厚生福祉関係のののの組合組合組合組合においてにおいてにおいてにおいて、、、、増加傾向増加傾向増加傾向増加傾向にありますにありますにありますにあります。。。。    
    

○職員数については、平成１５年度以降の５年間で、４１人（１．６％）増加しています（特殊要因除く※）。特に病院や 

老人福祉施設など厚生福祉に関わる一部事務組合において、職員が増加しています。 

○職員給については、平成１５年以降の５年間で見ると、微増であり、大幅な変化は見られません。 

○平成２０年度の職員数は、２，５８１人で、対前年度４人（０．２％）増加しています（特殊要因除く※） 。  

◆一部事務組合数：４１団体（常勤職員がいる団体）。厚生福祉関係の職員が、全体の８１．１％を占めています。   
 ※特殊要因とは、平成２０年調査により、常勤職員と同様の勤務形態の臨時職員等を職員数に加算したことによる増加。 

 一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合のののの職員数職員数職員数職員数はははは、、、、病院病院病院病院やややや老人福祉施設老人福祉施設老人福祉施設老人福祉施設などなどなどなど厚生福祉関係厚生福祉関係厚生福祉関係厚生福祉関係のののの組合組合組合組合においてにおいてにおいてにおいて、、、、増加傾向増加傾向増加傾向増加傾向にありますにありますにありますにあります。。。。    
    

○職員数については、平成１５年度以降の５年間で、４１人（１．６％）増加しています（特殊要因除く※）。特に病院や 

老人福祉施設など厚生福祉に関わる一部事務組合において、職員が増加しています。 

○職員給については、平成１５年以降の５年間で見ると、微増であり、大幅な変化は見られません。 

○平成２０年度の職員数は、２，５８１人で、対前年度４人（０．２％）増加しています（特殊要因除く※） 。  

◆一部事務組合数：４１団体（常勤職員がいる団体）。厚生福祉関係の職員が、全体の８１．１％を占めています。   
 ※特殊要因とは、平成２０年調査により、常勤職員と同様の勤務形態の臨時職員等を職員数に加算したことによる増加。 

▲０．２ ▲５ ２，５６０ １８ 

０．７ １７ ２，５７７ １９ 

２．１ 

（０．２） 

５３ 

（４） 

２，６３０ 

（２，５８１） 
２０ 

０．０ １ ２，５６５ １７ 

０．９ ２４ ２，５６４ １６ 

▲０．３ ▲７ ２，５４０ １５ 

対前年 

増減率（％） 

対前年 

増減数（人） 
職員数（人） 年度 

分類別職員数分類別職員数分類別職員数分類別職員数のののの割合割合割合割合

環境衛生, 92人,

3.5%
その他, 6人, 0.2%

地域開発,

114人, 3.5%

防災, 303人,

11.6%

厚生福祉, 2,115人,

 81.1%

厚生福祉

防災

地域開発

環境衛生

その他

3,7213,7213,7093,7183,718

2,630
2,5772,5602,5652,5642,540

3,500

3,550

3,600

3,650

3,700

3,750

3,800

3,850

3,900

3,950

4,000

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
年度

千
円

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

2,800

2,900

3,000 人

職員給（左軸、千円）

職員数（右軸、人）

※（ ）内は特殊要因を除いた数値 

※職員給については、各年度の決算統計（普通会計）データによる。 

※解散した一部事務組合を市町村が引き継いでいる場合、数値を調整しています。 

・厚生福祉：病院、老人福祉等  

・防災：消防 ・地域開発：複合的組合（広域組合） 

・環境衛生：清掃、し尿施設等 ・その他：教育等 
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各市町村各市町村各市町村各市町村職員数職員数職員数職員数のののの削減状況及削減状況及削減状況及削減状況及びびびび類似団体類似団体類似団体類似団体とのとのとのとの比較比較比較比較    

※１ 類似団体職員数とは、人口と産業構造を基準にいくつかのグループに分類し、そのグループ毎の普通会計部門の平均職員数です。 

※２ 合併団体は団体名に◇を付けています。合併団体は、類似団体と比較して職員数が多くなる傾向にあります。 

過去過去過去過去５５５５年間年間年間年間のののの職員削減職員削減職員削減職員削減のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１５１５１５１５年年年年４４４４月月月月～～～～平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月））））    

類似団体職員数類似団体職員数類似団体職員数類似団体職員数とのとのとのとの比較比較比較比較（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在・・・・普通会計部門普通会計部門普通会計部門普通会計部門））））    
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職員削減数（左軸）

職員削減率（右軸）

 過去過去過去過去５５５５年間年間年間年間でででで見見見見るとるとるとると、、、、各市町村各市町村各市町村各市町村ともにともにともにともに、、、、職員職員職員職員のののの削減削減削減削減にににに努努努努めていますめていますめていますめています。。。。しかししかししかししかし、、、、類似団体類似団体類似団体類似団体とととと比較比較比較比較してみるとしてみるとしてみるとしてみると、、、、合併団体以合併団体以合併団体以合併団体以    

外外外外でもでもでもでも、、、、職員数職員数職員数職員数がががが超過超過超過超過しているしているしているしている団体団体団体団体もありますもありますもありますもあります。。。。 

 過去過去過去過去５５５５年間年間年間年間でででで見見見見るとるとるとると、、、、各市町村各市町村各市町村各市町村ともにともにともにともに、、、、職員職員職員職員のののの削減削減削減削減にににに努努努努めていますめていますめていますめています。。。。しかししかししかししかし、、、、類似団体類似団体類似団体類似団体とととと比較比較比較比較してみるとしてみるとしてみるとしてみると、、、、合併団体以合併団体以合併団体以合併団体以    

外外外外でもでもでもでも、、、、職員数職員数職員数職員数がががが超過超過超過超過しているしているしているしている団体団体団体団体もありますもありますもありますもあります。。。。 
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▲５．０％ 

(▲１３２人) 

▲８．６％ 

(▲２５０人) 

▲１０．１％ 

(▲３５１人) 

▲１３．０％ 

(▲５８５人) 

職員削減率 

（増減数） 

２０．５％ 

（１．０） 
１９．５％ 公営企業等会計部門 

２１．７％ 

（０．３） 
２１．４％ 消防・教育部門 

２５．６％ 

（▲０．１） 
２５．７％ 福祉部門 

３２．２％ 

（▲１．２） 
３３．４％ 

一般行政部門 

（福祉部門除き） 

【総務・税務・農林・
商工・土木等部門】 

Ｈ２０ 

構成割合 

（対Ｈ１５） 

Ｈ１５ 

構成割合 
 

市町村部門別職員数市町村部門別職員数市町村部門別職員数市町村部門別職員数のののの状況状況状況状況    
 平成平成平成平成１５１５１５１５年度年度年度年度とととと比比比比べてべてべてべて、、、、部門別部門別部門別部門別でででで職員数職員数職員数職員数のののの変化変化変化変化をををを見見見見るとるとるとると、、、、各部門各部門各部門各部門ともにともにともにともに職員職員職員職員のののの削減削減削減削減がががが進進進進められていますめられていますめられていますめられています。。。。    
 

○一般行政部門（福祉部門除き）において、削減率が最も大きく、▲１３．０％削減されています。これは、法令で定め 

 られる職員配置基準など、職員数に制約を受ける事務が少なく、各団体により主体的に職員の配置を決める余地 

 が大きいためと考えられます。 

○一部に、法令等により職員の配置基準が定められている、福祉部門、消防・教育部門では、それぞれ▲１０．１％、 

 ▲８．６％となっています。 

○企業経営の観点から、定員管理が行われる公営企業等会計部門においては、一部の病院で職員が増加している 

 ことで、削減率が最も小さく、▲５．０％に留まっています。 

   

 

 平成平成平成平成１５１５１５１５年度年度年度年度とととと比比比比べてべてべてべて、、、、部門別部門別部門別部門別でででで職員数職員数職員数職員数のののの変化変化変化変化をををを見見見見るとるとるとると、、、、各部門各部門各部門各部門ともにともにともにともに職員職員職員職員のののの削減削減削減削減がががが進進進進められていますめられていますめられていますめられています。。。。    
 

○一般行政部門（福祉部門除き）において、削減率が最も大きく、▲１３．０％削減されています。これは、法令で定め 

 られる職員配置基準など、職員数に制約を受ける事務が少なく、各団体により主体的に職員の配置を決める余地 

 が大きいためと考えられます。 

○一部に、法令等により職員の配置基準が定められている、福祉部門、消防・教育部門では、それぞれ▲１０．１％、 

 ▲８．６％となっています。 

○企業経営の観点から、定員管理が行われる公営企業等会計部門においては、一部の病院で職員が増加している 

 ことで、削減率が最も小さく、▲５．０％に留まっています。 

   

 

総職員数総職員数総職員数総職員数
12,19512,19512,19512,195

総務・税務・農林・
商工・土木等部門

3,932人
32.2%

福祉部門
3,121人　25.6%

消防・教育部門
2,644人　21.7%

公営企業等
会計部門

2,498人　20.5%

一般行政部門
7,053人
57.8%

構成割合構成割合構成割合構成割合のののの変化変化変化変化    部門別構成部門別構成部門別構成部門別構成    
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－ ▲４．６％ － 
合 計 

（市町村＋一組） 

－ 

６３．９％ 

７６．３％ 

５７．０％ 

進捗率 

▲６．４％ ▲８．５％ 全 国 

▲６．０％ ▲９．３％ 小計（３０団体） 

▲８．１％ ▲１０．７％ 町村（２１団体） 

▲５．０％ ▲８．７％ 市（９団体） 

純減実績 

（H20.4.1時点） 

数値目標 

（H20.8.1時点） 
 

今後今後今後今後のののの職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移（（（（集中改革集中改革集中改革集中改革プランプランプランプラン））））    
 集中改革集中改革集中改革集中改革プランプランプランプランについてはについてはについてはについては、、、、目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けてけてけてけて、、、、職員数職員数職員数職員数やややや配置状況配置状況配置状況配置状況をををを検証検証検証検証・・・・分析分析分析分析しししし、、、、事業事業事業事業のののの見直見直見直見直しししし、、、、組織組織組織組織のののの合理合理合理合理    

化化化化、、、、民間委託民間委託民間委託民間委託のののの推進等推進等推進等推進等によりによりによりにより職員数職員数職員数職員数のののの適正化適正化適正化適正化・・・・見直見直見直見直しをしをしをしを図図図図ることがることがることがることが求求求求められていますめられていますめられていますめられています。。。。    
    

○集中改革プランとは、平成１７年４月１日から平成２２年４月１日までの５年間の行政改革について、具体的な取組 

 を明示した計画で、定員適正化については、県内全市町村で平成２２年４月１日の数値目標が設定されています。 

 地方公務員全体では「骨太の方針２００６」等において、５年間で▲５．７％の定員削減を行うこととされています。 

○数値目標は、県内市町村全体（▲９．３％）で、全国平均（▲８．５％）を上回る目標が定められています。 

○純減実績は、県全体（▲４．６％）で、全国平均（▲６．４％）を下回っています。これは、一部事務組合の職員数の 

 増加や、主に病院における職員増が要因の一つとなっています。市民サービスを低下させないため、必要な職員を 

 配置する必要がありますが、今後、定員適正化計画の再検討も必要と考えられます。 

   

 

 集中改革集中改革集中改革集中改革プランプランプランプランについてはについてはについてはについては、、、、目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けてけてけてけて、、、、職員数職員数職員数職員数やややや配置状況配置状況配置状況配置状況をををを検証検証検証検証・・・・分析分析分析分析しししし、、、、事業事業事業事業のののの見直見直見直見直しししし、、、、組織組織組織組織のののの合理合理合理合理    

化化化化、、、、民間委託民間委託民間委託民間委託のののの推進等推進等推進等推進等によりによりによりにより職員数職員数職員数職員数のののの適正化適正化適正化適正化・・・・見直見直見直見直しをしをしをしを図図図図ることがることがることがることが求求求求められていますめられていますめられていますめられています。。。。    
    

○集中改革プランとは、平成１７年４月１日から平成２２年４月１日までの５年間の行政改革について、具体的な取組 

 を明示した計画で、定員適正化については、県内全市町村で平成２２年４月１日の数値目標が設定されています。 

 地方公務員全体では「骨太の方針２００６」等において、５年間で▲５．７％の定員削減を行うこととされています。 

○数値目標は、県内市町村全体（▲９．３％）で、全国平均（▲８．５％）を上回る目標が定められています。 

○純減実績は、県全体（▲４．６％）で、全国平均（▲６．４％）を下回っています。これは、一部事務組合の職員数の 

 増加や、主に病院における職員増が要因の一つとなっています。市民サービスを低下させないため、必要な職員を 

 配置する必要がありますが、今後、定員適正化計画の再検討も必要と考えられます。 

   

 

▲１０．７％ 紀美野町 ５ 

▲１１．０％ 九度山町 ４ 

▲１１．９％ 由良町 ３ 

▲１４．１％ すさみ町 ２ 

▲１４．５％ 日高川町 １ 

純減実績 

（Ｈ２０．４．１現在） 
市町村名 純減率順 

※「合計」は、市町村に、一部事務組合を加えた職員数により算出しています。 

※「全国」の「数値目標」は、政令指定都市を除く市区町村の平均値、「純減実績」は、市区町村に一部事務組合等を加えて算出した平均値です。 
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市町村技能労務職員数市町村技能労務職員数市町村技能労務職員数市町村技能労務職員数とととと民間委託民間委託民間委託民間委託のののの状況状況状況状況    
 技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職についてはについてはについてはについては、、、、平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年３３３３月月月月にににに、、、、各市町村各市町村各市町村各市町村においてにおいてにおいてにおいて「「「「技能労務職員等技能労務職員等技能労務職員等技能労務職員等のののの給与等給与等給与等給与等のののの見直見直見直見直しにしにしにしに向向向向けたけたけたけた取組方取組方取組方取組方    

針針針針」」」」をををを策定策定策定策定しておりしておりしておりしており、、、、原則原則原則原則、「、「、「、「退職不補充退職不補充退職不補充退職不補充」」」」というというというという方針方針方針方針のもとのもとのもとのもと、、、、職員職員職員職員をををを削減削減削減削減していますしていますしていますしています。。。。技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職がががが担担担担っていたっていたっていたっていた給食調給食調給食調給食調    

理理理理、、、、ゴミゴミゴミゴミ収集収集収集収集などのなどのなどのなどの業務業務業務業務についてはについてはについてはについては、、、、民間委託民間委託民間委託民間委託やややや臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員によりによりによりにより対応対応対応対応していますしていますしていますしています。。。。    

○技能労務職の職員数は、平成１５年以降の５年間で３６２人（▲２８．２％）の削減が行われています。 

 技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職についてはについてはについてはについては、、、、平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年３３３３月月月月にににに、、、、各市町村各市町村各市町村各市町村においてにおいてにおいてにおいて「「「「技能労務職員等技能労務職員等技能労務職員等技能労務職員等のののの給与等給与等給与等給与等のののの見直見直見直見直しにしにしにしに向向向向けたけたけたけた取組方取組方取組方取組方    

針針針針」」」」をををを策定策定策定策定しておりしておりしておりしており、、、、原則原則原則原則、「、「、「、「退職不補充退職不補充退職不補充退職不補充」」」」というというというという方針方針方針方針のもとのもとのもとのもと、、、、職員職員職員職員をををを削減削減削減削減していますしていますしていますしています。。。。技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職がががが担担担担っていたっていたっていたっていた給食調給食調給食調給食調    

理理理理、、、、ゴミゴミゴミゴミ収集収集収集収集などのなどのなどのなどの業務業務業務業務についてはについてはについてはについては、、、、民間委託民間委託民間委託民間委託やややや臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員によりによりによりにより対応対応対応対応していますしていますしていますしています。。。。    

○技能労務職の職員数は、平成１５年以降の５年間で３６２人（▲２８．２％）の削減が行われています。 

【【【【市町村市町村市町村市町村　　　　技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職　　　　職員数職員数職員数職員数】】】】
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【【【【民間委託民間委託民間委託民間委託のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況】】】】
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％

学校給食（調理）

学校用務員

一般ゴミ収集

▲９９人 

(▲１８．１％) 
４４７人 ５４６人 その他 

▲３６２人 

(▲２８．２％) 

▲５５人 

(▲２０．８％) 

▲２０８人 

(▲４４．１％) 

職員増減数 

（増減率） 

９２０人 １，２８２人 合  計 

２０９人 ２６４人 学校給食員 

２６４人 ４７２人 清掃職員 

Ｈ２０ 

職員数 

Ｈ１５ 

職員数 
 

※民間委託の割合は、委託（一部委
託を含む）を行っている市町村数を、
当該事業を実施する市町村数で割っ
た数値です。 

（計算式） 

民間委託割合（％）＝委託実施団体
数／事業実施団体数×１００ 
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１０３ １，０８６ その他（医師、教員・看護師等） 

２０９ １，１７３ 技能労務職員 

６１２ ４，２６４ 合  計 

１６４ ９０５ 保育士・介護職員等 

１３６ １，１００ 一般事務職員 

一組職員数（人） 市町村職員数（人） 区 分 

    市町村市町村市町村市町村・・・・一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合    臨時臨時臨時臨時・・・・非常勤職員非常勤職員非常勤職員非常勤職員のののの状況状況状況状況    

 各団体各団体各団体各団体においてにおいてにおいてにおいて、、、、行政改革行政改革行政改革行政改革のののの取組取組取組取組によりによりによりにより、、、、職員職員職員職員のののの削減削減削減削減にににに努努努努めていますがめていますがめていますがめていますが、、、、一方一方一方一方でででで臨時的臨時的臨時的臨時的、、、、補助的補助的補助的補助的なななな業務業務業務業務、、、、あるいはあるいはあるいはあるいは    

専門的専門的専門的専門的なななな業務業務業務業務にににに機動的機動的機動的機動的にににに対応対応対応対応するためするためするためするため、、、、非常勤職員非常勤職員非常勤職員非常勤職員、、、、臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員をををを採用採用採用採用していますしていますしていますしています。。。。    

    総職員総職員総職員総職員にににに占占占占めるめるめるめる非常勤職員非常勤職員非常勤職員非常勤職員・・・・臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員のののの割合割合割合割合がががが高高高高くなっていることからくなっていることからくなっていることからくなっていることから、、、、今後今後今後今後はははは、、、、職員給職員給職員給職員給にににに賃金賃金賃金賃金をををを加加加加えたえたえたえた総人件費総人件費総人件費総人件費    

によるによるによるによる管理管理管理管理がががが必要必要必要必要であるとであるとであるとであると思思思思われますわれますわれますわれます。。。。  

  

 各団体各団体各団体各団体においてにおいてにおいてにおいて、、、、行政改革行政改革行政改革行政改革のののの取組取組取組取組によりによりによりにより、、、、職員職員職員職員のののの削減削減削減削減にににに努努努努めていますがめていますがめていますがめていますが、、、、一方一方一方一方でででで臨時的臨時的臨時的臨時的、、、、補助的補助的補助的補助的なななな業務業務業務業務、、、、あるいはあるいはあるいはあるいは    

専門的専門的専門的専門的なななな業務業務業務業務にににに機動的機動的機動的機動的にににに対応対応対応対応するためするためするためするため、、、、非常勤職員非常勤職員非常勤職員非常勤職員、、、、臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員をををを採用採用採用採用していますしていますしていますしています。。。。    

    総職員総職員総職員総職員にににに占占占占めるめるめるめる非常勤職員非常勤職員非常勤職員非常勤職員・・・・臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員のののの割合割合割合割合がががが高高高高くなっていることからくなっていることからくなっていることからくなっていることから、、、、今後今後今後今後はははは、、、、職員給職員給職員給職員給にににに賃金賃金賃金賃金をををを加加加加えたえたえたえた総人件費総人件費総人件費総人件費    

によるによるによるによる管理管理管理管理がががが必要必要必要必要であるとであるとであるとであると思思思思われますわれますわれますわれます。。。。  

  
平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月 市町村市町村市町村市町村・・・・一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合    職種別分類職種別分類職種別分類職種別分類    

※数値については、各年度の決算統計（普通会計）データによる。 

※任用期間が、６ヶ月未満の日々雇い入れの職員等も含む。 

※１週間あたりの勤務時間が２０時間以上、任用期間が６ヶ月以上の職員が対象 

【【【【市町村市町村市町村市町村・・・・一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合　　　　賃金賃金賃金賃金のののの推移推移推移推移】】】】

52.8
53.9 54.3

1.1

1
1.2

50

51

52

53

54

55

56

H17 H18 H19

億
円

一部事務組合

市町村

市町村総職員数市町村総職員数市町村総職員数市町村総職員数
（（（（臨時臨時臨時臨時・・・・非常勤職員含非常勤職員含非常勤職員含非常勤職員含むむむむ））））

正職員数,
12,195人,

74.1%

臨時・非常勤
職員数,
4,264人,
25.9%

一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合　　　　総職員数総職員数総職員数総職員数
（（（（臨時臨時臨時臨時・・・・非常勤職員含非常勤職員含非常勤職員含非常勤職員含むむむむ））））

正職員数,
2,630人, 81.1%

臨時・非常勤
職員数, 612人,

18.9%

【【【【総職員総職員総職員総職員にににに占占占占めるめるめるめる臨時臨時臨時臨時・・・・非常勤職員非常勤職員非常勤職員非常勤職員のののの占占占占めるめるめるめる割合割合割合割合】】】】    

                    【【【【総人件費総人件費総人件費総人件費（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））のののの状況状況状況状況】】】】    

※数値については、１９年度の決算統計（普通会計）データによる。 

市町村市町村市町村市町村    職員給職員給職員給職員給    賃金賃金賃金賃金のののの状況状況状況状況    一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合    職員給職員給職員給職員給    賃金賃金賃金賃金のののの状況状況状況状況    

職員給
617.2億円,

91.9%

賃金,
54.3億円,

8.1%

賃金,
1.2億円,

3.1%

職員給,
37.2億円,

 96.9%
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福利厚生事業福利厚生事業福利厚生事業福利厚生事業のののの状況状況状況状況    
 ○ 地方公共団体が実施する福利厚生事業については、地方公共団体が民間企業と同様、 雇用主として実施。 
 ○ 主な事業内容 
    保健・医療、元気回復（レクリエーション）、祝金・弔慰金等の給付など。 
    ※ これらの事業の実施方法としては、各地方公共団体が直接実施する場合や各地方公共団体における 
      職員のための任意的な互助組織として設置されている職員の互助会や互助組合などを通じて実施する 
      場合があります。 
 ○ 互助会等への公費支出状況（１９年度決算） 
    市町村・・・１３団体（全３０団体中）で５６，１４５千円（一人あたり６，２３１円）を支出。 
    一部事務組合・広域連合・・・１１団体（全４７団体中）で６，５７２千円（一人あたり４，０７９円）を支出。 
 ○ 見直し等の取組状況 
    互助会等への公費支出額が２年間（平成１７年度～１９年度）で２６．２％削減【市町村・一組等平均】  
 
     互助会等会員一人当たりの公費支出額と公費率

44.4 45.7
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11111111    

    市町村市町村市町村市町村職員職員職員職員のののの病気休暇病気休暇病気休暇病気休暇のののの状況状況状況状況    
    

   国の制度に準ずるとともに、住民の理解が得られるよう適正化・見直しを図る必要があ 
 ります。 
   ○国の病気休暇は必要最小限度の期間（９０日以内は給与減額なし） 

    

   国の制度に準ずるとともに、住民の理解が得られるよう適正化・見直しを図る必要があ 
 ります。 
   ○国の病気休暇は必要最小限度の期間（９０日以内は給与減額なし） 

11 19 平成２０年度 
▲７ 

18 
7 

12 平成１９年度 
計 

6 15 平成２０年度 
▲７ 

13 
7 

8 平成１９年度 
町村 

5 4 平成２０年度 
0 

5 
0 

4 平成１９年度 
市 

対前年度増減数   対前年度増減数   

国より有利 国と同等 
区 分 

�１２０日又は４箇月以内は給与減額なし・・・有田市 
�１８０日又は６箇月以内は給与減額なし・・・海南市、橋本市、紀の川市、岩出市、紀美野町、 
                        かつらぎ町、九度山町、湯浅町、みなべ町、太地町 

国国国国とととと異異異異なるなるなるなる１１１１１１１１団体団体団体団体    
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各市町村で時代の変化を踏まえて、必要性を検討し、住民の理解が得られるよう努める必要があります。 各市町村で時代の変化を踏まえて、必要性を検討し、住民の理解が得られるよう努める必要があります。 

13.3% 23.3% 60.0% 3.3% 構成比率 

4 7 18 1 県計 

1 3 16 1 町村 

3 4 2 0 市 

７日 ５日 ３日 

制度あり 
制度なし   

○夏期休暇制度・・・国の期間は３日間 

○その他の特別休暇制度 

3.3% 1 0 1 ファミリーサポート 

20.0% 6 1 5 妊娠障害 

16.7% 5 0 5 リフレッシュ・永年勤続 

6.7% 2 0 2 家族の看護 

0.2% 5 4 1 災害時に退勤途上の身体の危機を回避する場合 

56.7% 17 11 6 育児参加をする場合 

73.3% 22 14 8 子の看護をする場合 

県計 町村 市 
導入率 

導入団体数 
区分 

 

    市町村市町村市町村市町村職員職員職員職員のののの特別休暇等特別休暇等特別休暇等特別休暇等のののの状況状況状況状況    
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  ○男性職員の取得者が圧倒的に少ない 
○平成１９年度における女性職員の取得率は１００％ 

  ○男性職員の取得者が圧倒的に少ない 
○平成１９年度における女性職員の取得率は１００％ 
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男女計 男女計 男女計 男女計 男女計 男女計

H14 H15 H16 H17 H18 H19 年度

育児休業の取得状況

取得対象者数

取得者数

☆育児短時間勤務制度・・・・・・１８市町村導入済み／３０市町村 

☆育児参加をする場合の休暇・・・１７市町村導入済み／３０市町村 

☆子の看護をする場合の休暇・・・２２市町村導入済み／３０市町村 

他の子育て支援策 

＊全国数値は、都道府県・政令市・市区町村の平均値です。 

 41.8% 40.9%   96.4% 100.0%     0.8% 0.0% H19 

40.9% 43.2% 96.5% 100.0% 0.7% 0.0% H18 

40.5% 34.1% 95.5% 84.2% 0.6% 0.0% H17 

41.6% 54.9% 95.5% 98.6% 0.5% 0.9% H16 

43.0% 40.7% 95.1% 90.5% 0.5% 0.0% H15 

44.３% 47.0% 94.4% 97.8% 0.4% 0.0% H14 

全 国 県  内 
市町村 全 国 県  内 

市町村 全 国 県  内 
市町村 

計 女 男 
区 分 

    市町村市町村市町村市町村職員職員職員職員のののの育児休業育児休業育児休業育児休業のののの状況状況状況状況    


	市町村職員数の推移
	一部事務組合職員数の推移
	職員数の削減状況及び類似団体比較
	部門別職員数の状況
	今後の職員数の推移（集中改革プラン）
	技能労務職員数と民間委託の状況
	臨時・非常勤職員の状況 
	福利厚生事業の状況
	病気休暇の状況
	特別休暇等の状況
	育児休業の状況



